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基本方針（国のガイドライン）

◆ 計画の作成・実施

協 議 会 ・協議会の参加要請応諾義務（※は除く）

・協議会参加者の協議結果の尊重義務

・計画策定時のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ実施

・計画作成等の提案制度

地域公共交通総合連携計画 国の総合的支援

予算等

・ 計画策定経費支援

連携計画には地域公共交通の活性化・再生に関するあらゆる事業を定められる ・ 関係予算を可能な限り重点配分、配慮

【例】○地方鉄軌道の活性化 ・ 地方債の配慮

○地域のバス交通の活性化 ・ 情報、ノウハウの提供

○旅客船事業の活性化 ・ 人材育成

法律上の特例措置

【地域公共交通特定事業】 ・

・ＬＲＴの整備 ・ＢＲＴの整備、オムニバスタウンの推進 ・

・海上運送サービスの改善 ・乗継の改善 ・地方鉄道の再生

・

・

鉄道再生実施計画作成のための廃止予定日の延期

関連交通事業法の事業許可等の手続きの合理化 等

ＬＲＴ車両購入費、ＢＲＴ車両購入費、オムニバスタウン計
画に基づく施設整備事業等について自治体助成部分の起債対
象化

主務大臣（国土交通大臣・総務大臣）は、地域公共交通の活性化及び再生に関する基本方針を策定
※国家公安委員会、環境大臣に協議

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）～主体的に創意工夫して頑張る地域を総合的に支援～
平成１９年５月２５日公布 平成１９年１０月１日施行

ＬＲＴ整備に関する軌道事業の上下分離制度の導入

市町村

公安委員会

公共交通事業者
（鉄軌道、バス、タクシー等）

住民・利用者等

道路管理者

商業施設、事業
所、病院、学校等

地域公共交通の活性化及び再生を総合的かつ一体的に推進するための計画



大和郡山市地域公共交通総合連携計画

（案）
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「大和郡山市地域公共交通総合連携計画（案）」の概要

１．経緯

平成15年12月18日 公共施設玄関口バスとして大和郡山市コミュニティバ

ス（以下、「市コミュニティバス」という。）「元気城

下町号」の運行を開始

平成19年９月21日 地域の実情に応じた公共交通のあり方を検討すること

を目的に、大和郡山市地域公共交通会議（以下、「地

域公共交通会議」という。）を設置

平成19年10月１日 元気城下町号のルートを変更

平成19年12月４日 新たに治道地区と平和地区に２台の市コミュニティバ

ス「元気治道号」「元気平和号」が運行することを地

域公共交通会議にて承認

平成20年２月１日 元気治道号・元気平和号の運行を開始

平成20年３月24日 地域公共交通総合連絡協議会において大和郡山市地域

公共交通総合連携計画（以下、「総合連携計画」とい

う。）計画策定・公表し、法定計画として提出

２．大和郡山市地域公共交通総合連携計画の区域

大和郡山市

３．大和郡山市地域公共交通総合連携計画に関する基本方針

①交通空白地域において、生活の「足」の確保が困難な高齢者等の交通弱者

を支援する。

②地域の公共交通を担う市民、交通事業者(バス・タクシー、鉄道等）及び

行政が、相互に連携・協力しながら、「市民生活の利便性の向上」「地域

経済の活性化」という大きな共通理念のもとで、新たなる公共交通体系（交

通体系ネットワーク）の構築を進めていく。

４．大和郡山市地域公共交通総合連携計画の目標

① 安全・安心な公共交通環境の整備

② 生活交通としての充実

③ 地域の活性化手段として展開

④ 環境問題への対応
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５．事業の概要及び事業の実施主体

・市街地内及び治道、平和地区内における大和郡山市コミュニティバス３

台の運行（実施主体：大和郡山市）

６．計画期間

平成20年～平成22年

７．法第６条に定める協議会の有無

有

法定協議会としての位置付け：平成20年３月24日

名 称：大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会（以下「地域公共交通総

合連絡協議会」という。）

構成員：別紙

８．法第５条第６項に定められている関係者との協議

平成19年９月21日 地域公共交通会議を設立し協議

平成19年12月４日 第２回地域公共交通会議で協議

平成20年３月24日 第１回地域公共交通総合連絡協議会で協議

地域公共交通会議を法定協議会に位置付けると共に、

総合連携計画を策定

９．法第５条第５項に定められている利用者の意見の反映

① 地域公共交通会議に以下の団体から委員が参画

・大和郡山市自治連合会

・大和郡山市治道地区自治連合会

・大和郡山市平和地区自治連合会

② 会議内容を大和郡山市ホームページで公表

10．その他
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大和郡山市地域公共交通総合連携計画（案）

１．大和郡山市地域公共交通総合連携計画に関する基本方針

近年、少子高齢化の進行、また、マイカー等の普及により公共交通機関の利

用者数は、年々減少していく中で、既存の交通機関の廃止等による交通空白地

域の増加など地域の公共交通を巡る環境は極めて厳しい情勢になっております。

今後、より一層人口の減少化が進み、その情勢がますます厳しくなっていくこ

とから、高齢者、障害者などの交通弱者の移動手段の確保、活力あるまちづく

り、また、地球環境への配慮など市民生活における様々な観点から地域公共交

通の充実、維持拡大を図っていくことは、住民に一番身近な基礎的な地方自治

体である‘市’としての重要な任務であると考えております。

今後におきましては、これらの情勢の変化に的確かつ迅速に対応するため、

地域の公共交通を担う市民、交通事業者(バス・タクシー、鉄道等）及び行政が、

相互連携、協力しながら、‘市民生活の利便性の向上’‘地域経済の活性化’と

いう大きな共通理念のもとで、新たなる公共交通体系（交通体系ネットワー

ク）の構築を進めていくことが必要であります。

さて、このような考えのもと、市民の日常生活を支える地域公共交通のあり

方として、市全域の公共交通機能をより効果的、効率的に充実させ、それぞれ

の地域の持つ特性、実状等に見合った公共交通サービスの提供に努めるともに、

‘市域全体の発展’を視野に入れた総合的で計画的な公共交通政策の展開を図

るため、本市における将来の公共交通の目指すべき方向性等を明確にし、その

実現に向けた具体的方策を示すため基本指針を定めるものです。

２．大和郡山市市地域公共交通総合連携計画の区域

・大和郡山市内全域

※別紙、大和郡山市管内図

３．大和郡山市地域公共交通総合連携計画の目標

これまでの本市における公共交通政策は、既存の公共交通網の維持を基本に

進めてきたところでありますが、そこからの脱却から、市民への利便性の向上

を図り、市民生活の満足度を高めるべく、積極的な公共交通政策の展開するた

め、下記４つの項目を目標に掲げ、本市において最も適した公共交通体系（公
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共交通ネットワーク）の構築を推進するものです。

① 安全・安心な公共交通環境の整備

自動車交通量の増加に伴い、年々、多発する交通事故の中で、公共施設

及び公共交通機関等のバリアフリー化を積極的に推進し、質の高い輸送サ

ービスを提供することで、市民の誰もが安全・安心に暮らせるまちづくり

を実現します。

② 生活交通としての充実

市民の基本的な生活と社会参加の機会を保障するため、高齢者、障害者、

子どもなどの自家用自動車による移動が困難な交通弱者をはじめとするた

くさんの市民の生活の‘足’の確保に努め、市民生活の利便性の向上を視

野に入れた公共交通政策の展開を図ることで、市民の誰もがこころ豊かで

快適に暮らせるまちづくりを実現します。

③ 地域の活性化手段として展開

本市の公共交通政策として、‘地域経済の活性化’を念頭に置きながら、

観光施策、道路施策など市で実施する各種施策との連動を図ることで、市

民のほかに市外からの来訪者等の回遊性を高め、また、市民レベルでの地

域間の交流を促進させることで、活気とにぎわいのあるまちづくりを実現

します。

④ 環境問題への対応

地球温暖化など環境問題への意識が高まる中で、二酸化炭素排出量の削

減等により環境負荷の小さい都市を目指すため、公共交通等を適切に利用

することを促すと同時に、市民の理解を深めていきます。具体的には、地

域公共交通と自家用自動車・自転車・徒歩などの交通手段の適切な役割分

担や複数の公共交通機関の乗継など環境に考慮した公共交通体系を確立す

ることで、地球にやさしいまちづくりを実現します。

◎ 新たな公共交通システムの構築

・市営有償運送（交通空白輸送、市町村福祉輸送）の実施等

・公共交通の利用促進活動等

・新交通システム（デマンド型交通､スクールバス等）の導入､活用等
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４．事業の概要及び事業の実施主体

① 事業名：大和郡山市コミュニティバス実証実験事業（市営有償バス運

送） 項 目 大和郡山市コミュニティバス実証実験事業

交通空白地域における交通弱者（高齢者等）の移

動手段確保など地域公共交通にかかる課題があるな

か、平成 15年 12月から公共施設玄関口バスとして
「元気城下町号」の運行を開始する。

平成 19年には、本市交通空白地域の治道地区及び
平和地区の住民から移動手段確保の要望がある。

利用者のニーズ これにより大和郡山市地域公共交通会議を設置

（現状と課題） し、地域公共交通の総合的な検討を行った結果、平

成 20年２月から国の補助制度を活用し、治道地区及
び平和地区の２地区に大和郡山市コミュニティバス

（下記２路線）の実証運行を開始した。

平成20年度については、前年度のバス利用実績及

び利用者等の意見に基づき、各路線ごとに運行経

路、運行時刻等の見直しを行い継続運行を実施す

る。なお平成20年６月には、小型バス車両の改造が

完了し、より地域の実情に見合った運行を目指す。

大和郡山市コミュニティバス実証実験事業は、当

市が道路運送法に基づいて、国に登録することによ

り、市が独自に実施する有償運送事業である。

基本的には、市が所有する２台の車両（12人乗り

のワゴン車）を活用して、下記①～②の２路線の運

行を業者委託し実施するものでる。

事 ・運行回数：３往復／日（一部路線で変則運行）

業 ・運休日：土日・祝日、年末年始

計 事業概要 ・運 賃：１００円（小人５０円）

画

◆市営有償バスの運行（３路線）

① 元気治道号：［対象地域：治道地区］

（運行区間：新庄町～近鉄郡山駅 ）

② 元気平和号：［対象地域：平和地区］

（運行区間：県営住宅稗田団地前 ～ 近鉄郡山駅）
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③ 元気城下町号：［対象地域：旧市内］

（運行区間：近鉄郡山駅 ～ 平和橋）

※③元気城下町号の運休日・運賃は、他の２路線と

同じ。

実施時期 平成２０年４月～

実施主体 大和郡山市、（国からの支援）

路線①②の運行については、平成19年12月４日に開

備 考 催された「第２回大和郡山市地域公共交通会議」に

おいて承認された事業計画である。

路線③については、平成15年12月から運行している

路線であり市単独事業である。

② 公共交通（路線バス及び市営有償バス等）の利用促進活動

【事業概要】

・時刻表､公共交通路線図､ポスター等作成・配布等

・アンケート調査等による情報収集調査と分析

・公共交通の普及促進活動等の実施

・バス停留所、関連施設等の整備等

・低廉なバス運賃、割引乗車券等各種企画乗車券の発売等

【実施時期】

随時［平成２０年度後期～］

【実施主体】

大和郡山市､大和郡山市自治連合会､奈良交通（株）

③ 新交通システム（デマンド型交通､スクールバス等）の導入､活用

【事業概要】

・デマンド型バス運行等の導入及び検討

・スクールバス、診療所送迎バス等の活用等

【実施時期】

随時［平成２１年度以降］

【実施主体】

大和郡山市、市教育委員会
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④ その他

【事業概要】

・バリアフリーによる乗継の円滑化等

・その他創意工夫による事業等

【実施時期】

随時［平成２２年度以降］

【実施主体】

大和郡山市

５．計画期間

平成２０年度 ～ 平成２２年度の３年間

６．その他

（交通会議開催等の経過）

平成15年３月 巡回バス運行事業に伴うアンケート調査の実施

平成15年12月18日 公共施設玄関口バスとして大和郡山市コミュニティバス（以下、

「市コミュニティバス」という。）「元気城下町号」の運行を開始

平成19年９月21日 第１回 大和郡山市地域公共交通会議

地域の実情に応じた公共交通のあり方を検討することを目的に、

大和郡山市地域公共交通会議（以下、「地域公共交通会議」とい

う。）を設置

平成19年10月１日 「元気城下町号」の一部運行内容を変更

平成19年12月４日 第２回 本市地域公共交通会議

新たに治道地区と平和地区に２台の市コミュニティバス「元気

治道号」「元気平和号」が運行することを「地域公共交通会議」

にて承認

平成19年12月21日 本市地域公共交通会議において運行ルート一部変更を書面承認

する
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平成20年２月１日 「元気治道号」・「元気平和号」の運行開始（大和郡山市コミュニ

ティバス実証実験運行）

平成20年３月10日 「本市地域公共交通会議」から「本市地域公共交通総合連絡協議

～ ３月15日 会」（地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく法定

会議）への移行協議

「大和郡山市地域公共交通総合連携計画(案)」（地域公共交通の

活性化及び再生に関する法律に基づく法定計画案）の内容協議

平成20年３月15日 「大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会」設置

平成20年３月11日 法定計画案の内容をホームページで公開、意見募集する。

～ ３月17日

平成20年３月24日 「大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会」において「大和郡山

市地域公共交通総合連携計画（案）」承認。
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大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会設置要綱（案）

（目的）

第１条 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）及び道路運送法施行規則（昭

和２６年運輸省令第７５号）の規定に基づき、大和郡山市における住民の生

活に必要な輸送の確保及び公共交通の利便性の増進を図り、地域の実情に即

した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議するため、大和郡山市地域

公共交通連絡協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

なお、この協議会は「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」（平

成１９年法律第５９号）に規定する協議会の性格を有するものとする。

（所掌事項）

第２条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項を所掌する

ものとする。

(1) 市における公共交通のあり方に関する事項

(2) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃、料金等に関す

る事項

(3) 市が運営する有償運送の必要性及び利用者から収受する対価に関する事

項

(4) 連携計画の作成及び変更の協議に関する事項

(5) 連携計画の実施に係る連絡調整に関する事項

(6) 連携計画に基づく事業の実施に関する事項

(7) 協議会の運営方法その他協議会が必要と認める事項

（構成員）

第３条 協議会は、委員１５名以内をもって構成するものとする。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。

(1) 市長又はその指名する者

(2) 一般乗合旅客自動車運送事業者

(3) 一般貸切（乗用）旅客自動車運送事業者

(4) 社団法人奈良県バス協会及び奈良県タクシー協会

(5) 地域住民の代表者又は輸送サービスの利用者で市長が認める者

(6) 奈良運輸支局長

(7) 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体

(8) 奈良県企画部観光交流局長

(9) 郡山土木事務所長
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(10) 郡山警察署長

（委員の任期）

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、役職により協議

会の委員となっている委員がその役職を退いたときは、委員の職を辞任した

ものとみなす。

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長）

第５条 協議会に会長を置き、市長又はその指名する者を充てる。

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

３ 会長に事故があるとき、又は欠けたときは、あらかじめ会長が指名する者

がその職務を代理する。

（協議会の運営）

第６条 協議会は、会長が招集し、会長が議長となる。

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって可決し、可否同数のときは、

会長の決するところによる。

４ 協議会で協議が整った事項については、協議会の構成員はその協議結果を

尊重しなければならない。

５ 会議は原則として公開とする。

（庶務）

第７条 協議会の庶務は、企画政策部企画政策課において処理する。

（経費の負担）

第８条 協議会の運営に要する経費は、負担金、補助金、繰越金、諸収入をも

って充てる。

（監査）

第９条 協議会に監査委員を２名置く。

２ 協議会の出納監査は、会長が別に定めた委嘱する監査委員によって行う。

３ 監査委員は、監査の結果を会長に報告しなければならない。

（財務に関する事項）

第10条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会
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長が別に定める。

（報酬）

第11条 委員の報酬は、これを支給しない。

（その他）

第12条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、

会長が協議会に諮り定めるものとする。

附 則

（施行日）

この要綱は、平成２０年３月２４日から施行する。

（大和郡山市地域公共交通会議設置要綱の廃止）

大和郡山市地域公共交通会議設置要綱は廃止とする。



- 13 -



- 13 -

大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会内部監査実施規程（案）

平成２０年３月２４日制定

（趣旨）

第１条 大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会の業務及び資金管理に関する内部監

査は、この内部監査実施規程により実施するものとする。

（監査員の指名）

第２条 内部監査を行う監査員は、複数名とし、会員の所属組織のうちから会長が指名

する。

（内部監査の種類）

第３条 内部監査は、１期ごとの定期監査及び必要に応じての臨時監査とする。

（内部監査実施計画の作成等）

第４条 監査員は、毎事業年度３月末日までに内部監査責任者を１名定め、及び内部監

査実施計画を作成し、会長に報告するものとする。

（内部監査結果の報告）

第５条 前条の内部監査責任者は、内部監査の終了ごとにその結果をとりまとめた内部

監査報告書を作成し、会長に報告するものとする。

２ 前項の報告を受けた会長は、報告を受けた日以降最初の総会に報告するものとする。

３ 第１項の内部監査報告書は、当該年度終了後５年間保管するものとする。

（内部監査結果の不適合の是正）

第６条 第４条の内部監査責任者は、内部監査の結果、不適合が認められた場合は、是

正のための指示書を作成し、会長に報告するとともに、被内部監査部門の責任者に指

示するものとする。

２ 前項の指示を受けた被内部監査部門の責任者は、指摘された不適合事項について速

やかに是正措置を講ずるものとする。

３ 被内部監査部門の責任者は、前項の是正措置が終了した場合には、速やかにその結

果についての報告書を作成し、第４条の内部監査責任者に報告するものとする。

４ 前項の報告を受けた第４条の内部監査責任者は、その内容を確認し会長に報告した

上で、報告を受けた日以降最初の総会に報告するものとする。

５ 第１項の指示書、第３項の報告書は、当該事業年度終了後５年間保管するものとす

る。

（雑則）

１ 大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会設置要綱及び大和郡山市地域公共交通総

合連絡協議会財務規定並びに同内部監査実施規定に定めるもののほか、内部監査に必

要な事項は、会長が別に定める。

附 則

この規程は、平成２０年３月２４日から施行する。



大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会財務規程（案）
平成２０年３月２４日制定

（趣旨）

第１条 この規程は、大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会設置要綱（以下「要綱」

という。）第10条の規定に基づき、大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会（以下「協

議会」という。）の財務に関し、必要な事項を定めるものとする。

（予算）

第２条 協議会の予算は、大和郡山市からの負担金、国からの補助金、繰越金及びその

他の収入をもって歳入とする。また協議会の運営及び事業に係る経費をもって歳出とす

る。

２ 協議会の会長（以下「会長」という。）は、毎会計年度予算を調製し、年度開始前に協

議会に諮るものとする。

３ 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終了する。

４ 会長は、第２項の規定により、予算が協議会の承認を得たときは、当該予算書の写し

を速やかに大和郡山市長に送付しなければならない。

（予算の補正）

第３条 会長は、会計年度の途中において、既定予算に補正の必要が生じたときは、こ

れを調製し、速やかに協議会に諮るものとする。

２ 前項の規定により、補正予算が協議会の承認を得たときは、前条第４項の規定を準用

する。

（予算区分）

第４条 歳入予算の款、項及び目の区分は、別表第１のとおりとする。

２ 歳出予算の款、項及び目の区分は、別表第２のとおりとする。

３ 当該年度において臨時かつ特別な理由があるときは、別表第１及び別表第２に定める

以外の項及び目を定めることができる。

（予算の流用及び予備費の充用）

第５条 歳出予算の流用及び予備費の充用は、大和郡山市の例によるものとする。

２ 会長は、前項の規定により歳出予算の流用又は予備費の充用をしたときは、次回の

協議会までに報告しなければならない。

（出納及び現金等の保管）

第６条 協議会の出納は、会長が行う。



２ 協議会に属する現金等は、銀行その他の金融機関に預け入れなければならない。

（協議会出納員）

第７条 会長は、協議会の事務局職員のうちから協議会出納員を命ずることができる。

２ 協議会出納員は、会長の命を受けて、協議会の出納その他会計事務をつかさどる。

（収入及び支出の手続）

第８条 協議会の予算に係る収入及び支出の手続きは、大和郡山市の例により行うもの

とする。

２ 協議会の出納員は、次の各号に定める簿冊を備え、出納の管理を行うものとする。

(1) 予算整理簿

(2) 前号に掲げるもののほか、必要な簿冊

（決算等）

第９条 会長は、毎会計年度終了後、遅滞なく、協議会の決算を調製し、協議会の承認

を得るものとする。

２ 会長は、前項の承認を得るにあたっては、設置要綱第１０条の規定に定められた監査

委員の監査を受け、その結果を添えなければならない。

３ 会長は、第１項の規定により協議会の承認を得たときは、当該決算書の写しを速やか

に大和郡山市長に送付しなければならない。

(委任)

第１０条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、会長が別

に定める。

附 則

この規程は、平成２０年３月２４日から施行する。ただし、協議会が設けられた年度の予

算に関しては、第２条第２項中「年度開始前に｣とあるのは｢第１回の｣に、読み替えるものと

する。



別表第１（第４条関係）

歳入予算の款、項及び目の区分

款 項 目

１ 負担金 １ 負担金 １ 負担金

２ 補助金 １ 補助金 １ 補助金

３ 繰越金 １ 繰越金 １ 繰越金

４ 諸収入 １ 諸収入 １ 雑入

別表第２（第４条関係）

歳出予算の款、項及び目の区分

款 項 目

１ 運営費 １ 会議費 １ 会議費

２ 事務費 １ 事務費

２ 事業費 １ 事業費 １ 事業費

３ 予備費 １ 予備費 １ 予備費
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大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会事務局規程（案）
平成２０年３月２１日制定

（趣旨）

第１条 この規程は、大和郡山市地域公共総合連絡協議会設置要綱（以下「要綱」とい

う。）第７条の規定に基づき、大和郡山市地域公共交通総合連絡協議会（以下「協議

会」という。）の事務局に関し、必要な事項を定めるものとする。

（所掌事務）

第２条 事務局は、次に掲げる事項を所掌する。

(1) 協議会の会議に関すること。

(2) 協議会の資料作成に関すること。

(3) 協議会の庶務に関すること。

(4) 前各号に掲げるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項

（職員等）

第３条 事務局に事務局長、その他必要な職員を置く。

２ 事務局長は、大和郡山市企画政策部企画政策課長をもって充てる。

３ 事務局員は、大和郡山市企画政策部企画政策課の職員をもって充てる。

（専決事項）

第４条 事務局長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただし、異例又は重要と

認められる事項については、この限りでない。

(1) 事務局の運営に関すること。

(2) 物品の購入その他協議会運営に必要な契約の締結に関すること。

(3) 物品及び現金の出納に関すること。

(4) 前各号に掲げるもののほか、軽易な事項に関すること。

（文書の取扱い）

第５条 事務局における文書の収受、配布、処理編集、保存その他文書に関し必要な事

項は、大和郡山市において定められている文書の取扱いの例による。

（公印の取扱い）

第６条 協議会の公印の種類は会長印とし、公印の名称、形状、書体、寸法、用途、個数

及び管理者は、別表のとおりとする。

２ 協議会の公印の保管、取扱い等については、大和郡山市において定められている公

印の取扱いの例による。
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（委任）

第７条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。

附 則

この規程は、平成２０年３月２４日から施行する。

別表 （第６条関係）

名称 形状 書体 寸法 用途 個数 管理者

（ﾐﾘﾒｰﾄﾙ）

大和郡山 大 和 郡 山 市 会長名を

市地域公 地 域 公 共 てん書 24×24 も っ て 発 １ 事務局長

共交通総 交 通 総 合 する文書

合連絡協 連 絡 協 議 会

議会 会 長 之 印

会長の印






